韓国刑事法の調査研究(1) : 研究成果発表開始にあたって by 柳川 重規
271
海外法律事情
韓国刑事法の調査研究（1）
日韓刑事司法研究会
（代表　柳　川　重　規）＊
研究成果発表開始にあたって
　日本比較法研究所は，1985年より韓国法務部からの派遣検事の受け入れ
を行っている。派遣検事の方々は， ₁年間，日本の刑事法の研究に従事
し，帰国前に比較法研究所主催の講演会で成果発表を行うのが慣例となっ
ている。こうした派遣検事の受け入れを通じて，我々刑事法研究に携わる
所員は，韓国刑事法についての知識を得，比較法研究の機会を得てきた。
この韓国刑事法との比較法研究を本格化させるべく，2013年度，日韓刑事
司法研究会が，「日本と韓国における刑事司法制度の比較研究」を研究テ
ーマとする共同研究グループとして，比較法研究所に設置された。以後，
当研究会は継続的に研究会活動を行ってきており，また，2014年度に開催
された「日本比較法研究所・韓国法務部との交流30周年記念シンポジウ
ム」と2016年度に開催された「日韓刑事法シンポジウム」では，その企
画・実施の中核的な役割を担った（これらのシンポジウムの成果は，それ
ぞれ，椎橋隆幸編著『日韓の刑事司法上の重要課題』（中央大学出版部，
2015年），「日韓刑事法シンポジウム」本誌今号27ページ以下としてまとめ
られている）。このたび，通常の研究会活動の成果発表として，「韓国刑事
法の調査研究」の連載を開始することとなった。
　自然科学とは異なり社会科学は実験ができないといわれるが，法律学の
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領域においては，他国の法制度・法運用がこの自然科学における実験に相
当するといわれることもある。我が国と共通の課題に直面している国々
が，その課題に対処しようとして採用し運用している法制度を研究するこ
とにより，我が国でそうした制度を採用した場合の結果を見通し，課題克
服の糸口を見出すことができる。ここに比較法研究の意義があると思われ
る。韓国の刑法と刑事訴訟法は，それぞれ我が国の改正刑法仮案と旧刑事
訴訟法をモデルに制定されたものである。それが，時代の要請に応じた改
正を続け，現在の姿に至っている。韓国での法改正のスピードは速く，ア
メリカ，イギリス，ドイツ等の法制度を意欲的に取り入れている。我が国
において改正の必要性が認められながら改正が行われていない点について
も，韓国ですでに法改正が行われているものが多々ある。我が国の刑事法
と類似の土台の上に，現代的な課題に対応した法改正を重ねている韓国刑
事法は，我が国の刑事法にとって格好の比較法研究の対象であるといえ
る。このような研究の意義を踏まえて，当研究会は，今後，本誌に，韓国
刑事法の判例研究，新立法の紹介等を連載していくこととする。
韓国刑事判例研究：大法院2016年12月15日判決（2015ド3682）
氏　　家　　　仁＊
〔対象判例〕著作権法違反被告事件（被告人 ₁，被告人 ₂に対して一部認
定された罪名：著作権法違反幇助，被告人 ₃株式会社に対して認定された
罪名：著作権法違反幇助），事件番号2015ド3682，2016年12月15日大法院
＊　嘱託研究所員・中央大学法学部兼任講師
 　本稿は，平成29年 ₁ 月21日に中央大学市ヶ谷キャンパスにおいて開催された
第 ₃ 回日韓刑事司法研究会（日本比較法研究所研究グループ：日韓刑事司法制
度の比較研究（代表　柳川重規））における報告を加筆・修正したものである。
